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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第３期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であるため、記載

しておりません。 

３ 第４期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  第３期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 45,498 38,375 38,038 87,801 80,520 

経常利益又は経常損

失（△） 
(百万円) △759 109 391 259 1,583 

中間（当期）純利益

又は中間純損失

（△） 

(百万円) 1,277 △476 29 317 891 

純資産額 (百万円) 11,414 10,184 12,214 10,768 11,964 

総資産額 (百万円) 57,445 54,462 52,613 54,877 53,094 

１株当たり純資産額 (円) 1,052.41 898.28 710.75 971.70 1,120.33 

１株当たり中間（当

期）純利益金額又は

中間純損失金額

（△） 

(円) 111.49 △41.37 2.26 27.65 77.36 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

(円) 88.49 － ― 21.96 61.48 

自己資本比率 (％) 19.9 18.7 23.2 19.6 22.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,160 349 △954 △763 4,770 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 10,288 △895 △504 9,339 △1,139 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △9,164 1,354 1,326 △9,197 △3,752 

現金および現金同等

物の中間期末（期

末）残高 

(百万円) 1,919 1,419 728 733 728 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

(名) 
2,179 

[470] 

2,209 

[444] 

2,292 

[524] 

2,170 

[436] 

2,114 

[447] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

    ２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期）純利益金額又は中間純損失金額(△)」および「潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略

しております。 

    ３ 第３期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

営業収益 (百万円) 132 126 132 249 253 

経常利益 (百万円) 23 4 13 37 7 

中間（当期）純利益 

又は中間純損失(△) 
(百万円) 15 1 △16 23 2 

資本金 (百万円) 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 

発行済株式総数 (株) 11,528,043 11,528,043 16,980,648 11,528,043 11,528,043 

純資産額 (百万円) 11,362 11,373 11,348 11,369 11,379 

総資産額 (百万円) 15,416 17,226 15,203 16,782 14,510 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 73.7 66.0 74.6 67.7 78.4 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

(名) 
8 

[0] 

11 

[0] 

10 

[0] 

12 

[0] 

10 

[0] 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む従業員であります。 

    ２ 従業員数欄の[外数]は臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、季節工、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 

４ その他（共通）として記載されている従業員数は、管理部門等の従業員であります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）  従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

(3)労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

自動車部品事業 
1,493 

[403] 

自動車用品事業 
343 

[51] 

自動車関連機器事業 
335 

[36] 

 その他（共通） 
121 

[34] 

合計 
2,292 

[524] 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 
10 

[0] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

①概況 

当中間連結会計期間のわが国経済は、原油・材料価格の高騰を受けたものの、好調な企業収益を背景とした設

備投資の拡大や雇用情勢改善を受け、景気は回復基調を持続しました。 

当社グループの業績に影響を与える自動車生産台数と自動車販売台数については、国内四輪車生産台数は前年

同期比0.9％減の5,479千台となりました。国内の新車販売台数は前年同期比8.1％減の2,484千台となりました。 

②売上高 

このような事業環境のもと当社グループの第４期となった当中間連結会計期間の業績は、売上高は38,038百万

円(前年同期比0.9％減)、営業利益は389百万円(前年同期は30百万円)、経常利益は391百万円(前年同期比

258.9％増)、中間純利益29百万円(前年同期は476百万円の中間純損失)となり、前年同期比で売上高は減少した

ものの大幅増益を達成することが出来ました。 

③利益 

営業利益の改善については、３期目を迎えた同期生産活動（※１）、ＨＰＳ活動（※２）による国内工場の生

産性向上、国内外グループ会社の収益改善等の効果が寄与しております。 

営業外損益では主な営業外費用として支払利息113百万円を計上しましたが、借入金の返済等により計上額は

前年同期比19百万円減となりました。 

また特別損益では、特別損失として固定資産除売却損71百万円、環境安全対策費用92百万円、企業組織再編費

用102百万円を含む279百万円を計上しました。 

  

※１ 同期生産活動 

同期生産とは受注から納品までの活動において、物・情報・人の停滞・ロスを削減し、お客様の要望にタイムリーに応える

ことを可能とする生産方式です。 

※２ ＨＰＳ（Hashimoto Production System）活動 

ＨＰＳ活動とは当社で取り組んでいる同期生産活動です。  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①事業の種類別セグメント 

（自動車部品事業） 

自動車部品事業セグメントは、売上高19,348百万円（前年同期比1.9％増）、営業利益382百万円（前年同期は

９百万円の営業損失）となり、営業利益の対前年同期比増加額は391百万円と大幅な収益改善となりました。 

売上高は、自動車生産台数減の影響等があり国内で減少しましたが、英国HASHIMOTO LIMITEDでの受注が好調

であったことに加え為替影響も寄与し増加しました。 

営業利益は、①国内におけるＨＰＳ活動等による合理化推進、②海外部品事業での大幅体質改善（英国

HASHIMOTO LIMITEDの本社技術支援・合理化活動等による黒字化達成）により、大幅に伸ばす事が出来ました。 

（自動車用品事業） 

自動車用品事業セグメントは、売上高8,372百万円（前年同期比3.1％減）、営業利益150百万円（前年同期比 

51.5％増）となりました。 

売上高は、国内自動車販売台数の低迷に加えて軽自動車販売比率増加による車両一台当たり売上高の減少に伴

い、自動車メーカー向け純正用品の販売において苦戦を強いられ減少しました。 

営業利益は、業務の効率化推進等によるコストダウンに積極的に取り組んだ結果、売上高が減少する中、増益

となりました。 

当中間期の活動において北米生産車種のフロアカーペットを数車種受注する等、将来の売上拡大を期待できる

成果を上げています。 

（自動車関連機器事業） 

自動車関連機器事業セグメントは、売上高10,259百万円（前年同期比2.7％減）、営業損失170百万円（前年同

期は58百万円の営業損失）となりました。 

売上高は、主に整備機器事業においてお客さまである整備工場の投資抑制により減少しました。 

営業損失は、コスト削減に取り組みましたが、売上高減少影響を補えず損失幅が広がりました。 

平成19年10月には、連結子会社である（株）アルティア橋本がオリオンテクノ（株）合併し、製販一体となっ

た（株）アルティアを設立しました。今後は商品・技術開発力を強化すると共に更なる効率化を図り、収益力の

強化に繋げていきます。 



所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

②事業の所在地別セグメント 

（日本） 

国内は「自動車部品」、「自動車用品」、「自動車関連機器」の主要３事業で構成されています。売上高は

34,064百万円（前年同期比3.7％減）、営業利益は379百万円（前年同期比40.8％増）となりました。 

（北米） 

北米は、自動車用品事業のALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.が事業展開しております。売上高52百万円（前

年同期比31.7％増）、営業利益△63百万円（前年同期は62百万円の営業損失）となりました。 

（欧州） 

欧州は、自動車部品事業のHASHIMOTO LIMITEDが事業展開しております。売上高は3,745百万円（前年同期比

26.3％増）、営業利益38百万円（前年同期は193百万円の営業損失）となりました。 

（アジア）  

アジアは、自動車用品事業のFAS CEBU CORPORATION、P.T.ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE MANUFACTURING、 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司が事業展開しております。売上高は176百万円、営業利益11百万円となりました。 

(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金および現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動において

954百万円、投資活動において504百万円の資金を使用しましたが、財務活動において1,326百万円獲得したこ

と、新規連結による増加124百万円等があり、ほぼ増減がありませんでした。 

(営業活動におけるキャッシュ・フロー) 

営業活動におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益121百万円、減価償却費1,237百万円、売上

債権の減少662百万円等の資金の獲得がありましたが、仕入債務の減少2,471百万円等があり、954百万円の資金

の使用となりました。 

(投資活動におけるキャッシュ・フロー) 

投資活動におけるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産の売却による収入1,074百万円等がありました

が、有形・無形固定資産取得による支出1,573百万円等があり、結果として504百万円の資金の使用となりまし

た。 

(財務活動におけるキャッシュ・フロー) 

財務活動におけるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出572百万円等がありましたが、短期借

入金の純増加額1,904百万円があり、結果として1,326百万円の資金の獲得となりました。 



２【生産、受注および販売の状況】 

(1)生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)商品仕入実績 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、仕入価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)受注実績 

確定受注は主に納期直前であり、販売実績と重要な相違は無いため記載は省略しております。 

(4)販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業 19,432 2.9 

自動車関連機器事業 853 △10.4 

合計 20,285 2.2 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車用品事業 6,740 △5.4 

自動車関連機器事業 8,211 △6.6 

合計 14,952 △6.1 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業 19,348 1.9 

自動車用品事業 8,372 △3.1 

自動車関連機器事業 10,259 △2.7 

その他 56 △71.2 

合計 38,038 △0.9 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

日産自動車株式会社 14,587 38.0 14,150 37.2 

日産車体株式会社 4,360 11.4 4,420 11.6 



３【対処すべき課題】 

   国内自動車販売当社グループは中期経営計画「ファルテック チャレンジ８３０」達成に向けて、以下の課題に取 

  り組んでおります。 

 １）グローバルビジネスの拡大 

 自動車国内販売の低迷、日系自動車メーカーの世界展開、中国・アセアン諸国等での自動車需要増加への対

応、グローバルビジネスの拡大を当社永続的成長の必須条件と認識し、この課題に取り組んでいきます。 

 既存海外拠点の売上拡大を図ると共に中国・アセアン・インド・米国等の地域を中心に当社グローバル供給

体制実現に向けた諸施策を検討していきます。 

    ２）取引顧客の拡充 

 今後の揺るぎ無い成長基盤を構築するために、本中期経営計画では、取引顧客の拡充を 重点施策の一つと

して位置付け、①コア技術を活用した商品開発、②部品・用品事業のシナジー強化（デザイン、商品企画力、

生産技術力、コスト競争力等）、更には③九州カーアイランド構想の好機を活用する等により、取引顧客の拡

充を図ります。 

    ３）商品および技術開発力の強化 

「ＯＮＬＹ-１商品・技術の創造」を目指し、平成19年４月に、連結子会社であった（株）アルティア橋本(現

（株）ファルテック）に自動車部品事業・自動車用品事業共通の新商品・技術開発部署を設置しました。 

 同部署は①現行コア技術の改善開発、②製品の先行開発（デザイン、設計、試作、実験）、③新コア生産技

術開発等メーカーの生命線である「商品・技術開発力」を事業横断的に増強します。 

    ４）コスト競争力の強化と効率性の向上 

 自動車メーカーの原価低減要請やグローバル 適調達動向に対応するため、コスト競争力を更に強化してい

きます。具体的な施策として、①製造原価低減、②商品の選択と集中、③購入品原価低減、④内製技術の活

用、⑤原価企画の強化に取り組んでいきます。 

    ５）内部統制の整備 

 平成18年６月施行の金融商品取引法により平成21年３月期から義務付けられた「財務報告に係る内部統制の

評価業務」に準じて、その体制整備に着手しております。全社業務の可視化により、業務の標準化・効率化・

コスト削減を実現、可視化過程にて確認された業務のリスクに係る予防策を明確化し、マニュアル化を推進す

ることにより、業務プロセスに係る内部統制を確立し、財務報告の網羅性・適切性を確保して参ります。 

６）リスク管理委員会の機能強化 

 当社は業務等から生じるリスクのコントロールが、健全なる企業経営のための重要課題の一つと認識してお

ります。そのため、リスク管理委員会を軸として、事業戦略リスク、事業運営リスク、環境リスク、災害リス

ク等の各種リスク管理に注力すると共に、リスク認識・コンプライアンスの全社的マインドの醸成を図ってお

ります。 

７）その他 

 当社グループはリストラクチャリングを経て、「攻めの経営」に転換するため、業界・顧客・商品軸に合わ

せた組織にグループを再編し、製造・販売一体の事業体にて業容の拡大、収益の増強、効率性の向上を実現し

ます。また、当社は、厳しい経営環境の変化に柔軟に対応しつつ、中長期的視野に立った経営戦略を、可及的

速やかに、機動的に実行するためには、中長期的視点で継続的なサポートを行うことができる中核的株主にガ

バナンスを一本化し、一時的、短期的な業績への影響にとらわれることなく、経営陣、従業員が一丸となって

成長戦略の実現に取り組むことが も適切な経営戦略であると考え、財務戦略上の観点等も総合的に考慮した

上で、当社の非公開化を行いました。 

ａ) 吸収分割・合併手続きについて 

 連結子会社であった（株）アルティア橋本は、同社の100％子会社であるオリオンテクノ（株）を吸収合併い

たしました。合併後、（株）アルティア橋本の部品・用品事業を同社の100％親会社である（株）ファルテック

へ吸収分割により承継し、これにより（株）ファルテックは自動車部品・用品事業を営む事業持株会社とな

り、（株）アルティア橋本は（株）アルティアに商号変更の上自動車関連機器事業を営むこととなりました。 

 今後（株）ファルテックは、部品事業・用品事業のシナジーを一層強化し、売上・収益の増強を図ると共に

事業持株会社として、国内外子会社および関連会社９社を統括・管理します。 

 効力発生日である平成19年10月１日の１ヶ月前までの日である平成19年８月27日に、会社法第797条１項に基

づき当社債権者様に対して電子公告を行いました。その後、所定の期日まで異議を述べた債権者はなく、平成

19年10月１日に効力が発生し、当社は（株）アルティア橋本を吸収分割いたしました。 



ｂ) 当社の非公開化について 

 当社は、平成19年６月19日開催の取締役会において、エム・エイチ・インベストメント（株）（以下「MHIと

いう。）による当社株式等に対する公開買付け（以下「本公開買付け」という。）について賛同の意を表明す

ることを決議いたしました。当社およびMHIは、本公開買付け後、MHI等（以下において定義する。）において

当社の自己株式を除く発行済株式の全てを取得することを計画しておりました。 

 当社は、①当社グループの現況に鑑みて、厳しい経営環境の変化に柔軟に対応しつつ大胆な施策展開も含め

た将来の成長路線の礎を築くためには機動的な意思決定が不可欠であること、②当社普通株式には、当社Ａ種

優先株式の普通株式への取得請求権の行使（転換）がなされた場合における潜在的な上場廃止リスクがあるこ

と、および③独立したフィナンシャル・アドバイザーによる当社株式価値および当社新株予約権価値の算定結

果等を踏まえれば買付価格は妥当であると判断されることを踏まえ、本公開買付けは当社の企業価値の観点か

ら 善の選択であって株主共同の利益に資するものであると判断し、本公開買付けに賛同いたしました。 

 本公開買付けの結果、MHIは、平成19年８月８日（決済日）をもって当社普通株式3,343,420株を取得しまし 

た。また、エム・エイチ・キャピタル・パートナーズⅡエル・ピー（以下「MHCPⅡ」という。）は、平成19年

８月17日に、当社がA種優先株式を取得するのと引換えに当社普通株式を交付することを請求した結果、当社 

普通株式8,982,005株の交付を受けました。さらに、エフビーエフ2000，エル・ピー（以下「FBF2000」とい

い、MHI、MHCPⅡおよびFBF2000を「MHI等」と総称する。）は3,447,554株の当社普通株式を所有しておりま

す。 

 当社は、かかる本公開買付け後の状況を踏まえ、平成19年８月23日開催の取締役会において、MHI等が当社普

通株式の全部を保有するための手続（以下「本非公開化手続」という。）を実施する方針を決定し、本非公開

化手続に際して必要となる当社の定款一部変更および当社による当社の全部取得条項付株式の全部の取得（以

下併せて「本定款一部変更等」と総称する。）についてご承認いただくための臨時株主総会（以下「本臨時株

主総会」という。）および当社普通株主による種類株主総会（以下「本種類株主総会」という。）の基準日を

平成19年９月８日に設定することを決議し、また、平成19年９月27日開催の当社取締役会において、本定款一

部変更等について、平成19年10月23日開催の本臨時株主総会および本種類株主総会に付議することを決議いた

しました。 

 本定款一部変更等の内容は以下のとおりであり、平成19年10月23日開催の本臨時株主総会および本種類株主

総会においていずれも承認可決されました。 

①当社定款の一部を変更し、当社普通株式に全部取得条項を付し、当社普通株式を全部取得条項付株式とす

る。 

全部取得条項付株式の内容としては、当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付株式の全部を取得

する場合において、全部取得条項付株式１株と引換えに、本臨時株主総会日現在において発行済みの当社株

式と同じ内容を有する新たな当社普通株式0.0000020612株を交付する旨を定める。 

②会社法第171条に基づき、全部取得条項付株式の全てを取得し、定款の定めに従い、全部取得条項付株式1株

と引換えに、新たな当社普通株式0.0000020612株を交付する。 

 本定款一部変更等の結果、平成19年11月30日の到来をもって、当社による全部取得条項付株式の取得の効力

が生じ、会社法第171条および第173条に基づき、当社は当社株主（当社を除きます。）から全部取得条項付普

通株式を取得し、これと引き換えに、当社が新たに発行した普通株式を交付いたしました。かかる当社普通株

式の交付にあたって、MHI等以外の当社株主に対して割り当てられた当社普通株式の数は1株未満の端数であ

り、会社法第234条の定めに従って１株未満の端数処理を行う結果、MHI等以外の当社株主には、 終的に現金

が交付される予定です。 

 これにより、MHI等が当社の自己株式を除く発行済株式の全てを取得し、当社普通株式にかかる株券は、東京

証券取引所の株券上場廃止基準に該当するため、平成19年11月24日をもって上場廃止となりました。 



４【経営上の重要な契約等】 

１．吸収分割契約 

５【研究開発活動】 

  当社グループの研究開発活動は、「時代をリードする価値ある商品・サービスを提供し、美しく豊かなクルマ社

会の実現に貢献する」ために、自動車部品および自動車用品・自動車関連機器の事業別に以下のとおり研究開発活

動に取り組んでおります。 

  自動車部品事業においては、「挑戦(Challenge)」と「創造(Creative)」を２つのキーワードとして、グローバル

化を目指すお客さまの要望に応えていくため、また地球環境保全を共に目指すため、下記開発に取り組んでおりま

す。 

（１）グローバル開発への対応 

（２）高付加表面処理技術の開発 

（３）複合射出技術・可変技術・廉価技術の開発 

（４）中小量（シナジー商品）生産体制 

（５）外装用品の設計開発部門を統合 

（６）地球環境保全に向けた技術開発 

  また、自動車部品および自動車用品・自動車関連機器においては、価格競争力と付加価値により商品の魅力を高

め、お客さまニーズを捉えた商品、車両の新機能に対する商品、ならびに環境にやさしい商品を中心とし、商品の

選択と集中により商品を絞り込み、総合力を注力し、競争力の向上を図り、開発期間の短縮や海外拠点の支援に取

り組んでおります。 

（１）カーメーカーモデルチェンジに対応した純正用品の開発 

（２）市場トレンドを捉えた新規商品の開発 

（３）販売拡大を目指したオリジナル商品の開発 

（４）環境対応商品の開発 

（５）調達先の多様化による商品競争力の向上 

（６）光輝一体ルーフレール等の付加価値商品の開発 

  更に、今回研究開発活動として、競争力優位の確立を目指しコア技術の強化と同時に将来技術の開発を推進して

おり、平成19年度より、新商品、新技術開発を効率良くタイムリーに推進するため、新たに先行開発センター（デ

ザイン部、新商品開発部、先行技術開発部）を設立し、専任体制で新たな商品のネタの発掘や将来シーズの開発が

できるようにしました。  

＜役割と責任＞  

（１）独自技術、独自デザインの創出  

（２）新たな顧客の創出 

 以上の活動を通して全社のシナジーを 大にすることを目指しております。 

なお、当中間連結会計年度での当社グループの研究開発費は11億１千４百万円であります。 

契約会社名 相手方の名称 契約締結日 契約内容 

(株)ファルテック (株)アルティア橋本  平成19年８月23日

ファルテックがアルティア橋本の部品・用品事業に

関する権利義務、および監査室ならびにコーポレー

ト本部の業務に関する権利義務を承継する旨の契約 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

（1）提出会社 

     該当事項はありません。 

（2）主要な国内子会社の状況 

     該当事項はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

当該事項はありません。 

（２）重要な設備の除却等 

当該事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）平成19年10月23日開催の臨時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数46,000,000株は同日よ

り全部取得条項付株式42,000,000株、普通株式4,000,000株となっております。 

②【発行済株式】 

(注)１ 平成19年８月17日付でＡ種優先株主より普通株式への取得請求権の行使があり、同日付で当社がＡ種優先株式

3,529,400株を取得し、8,892,005株の普通株式を交付致しました。 

２ 株券上場廃止基準第２条第１項第18号（全部取得）に該当のため、平成19年11月24日付で、東京証券取引所にお

ける上場を廃止しております。  

３ 全部取得条項付株式の内容は次のとおりであります。 

当社が発行する全部取得条項付株式は、当社が株主総会の決議によってその全部を取得できることをその内容と

します。当該取得を行う場合には、全部取得条項付株式の取得と引換えに、新たに発行する普通株式を全部取得

条項付株式１株につき0.0000020612株の割合をもって交付します。  

４ 普通株式の内容は次のとおりであります。 

会社法第108条第２項各号に定める事項についての定めを設けておりません。  

(2）【新株予約権等の状況】 

当該事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

当該事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）Ａ種優先株式の普通株式への取得請求権の行使による増加であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 42,000,000 

Ａ種優先株式 4,000,000 

計 46,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 16,980,648 ― 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
（注１、２） 

全部取得条項付 

株式 
― 16,980,648 非上場・非登録 （注３） 

普通株式 ― 33 非上場・非登録 （注４） 

計 16,980,648 16,980,681 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

  

平成19年８月17日 

  

5,452,605 16,980,648 ― 4,000 ― 7,342 



(5）【大株主の状況】 

（注）１ 前事業年度末現在主要株主でなかったエム・エイチ・キャピタル・パートナーズⅡ エル・ピー は、Ａ種優先株式を普通株式に転

換した事により、当中間期末では、主要株主となっております。  

２ 前事業年度末現在主要株主でなかったエム・エイチ・インベストメント株式会社は、当中間期末では、主要株主となっております。 

平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エム・エイチ・キャピタル・パ

ートナーズⅡ エル・ピー  

（常任代理人 みずほインベス

ターズ証券株式会社） 

C/O WALKERS SPV LIMITED, WALKER  

HOUSE, MARY STREET.P.O.BOX 908  

GT,GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN,CAYMAN  

ISLANDS PRITKH WEST INDIES  

（東京都中央区日本橋茅場町１丁目１３

－１６） 

8,982,005 52.90 

エム・エイチ・インベストメン

ト株式会社 
東京都千代田区丸の内２丁目３－２ 4,066,320 23.95 

エフビーエフ ニセン エルピ

ー ジェネラル パートナー 

エムエイチ キャピタル デベ

ロプメント エルティディ 

（常任代理人 みずほキャピタ

ルパートナーズ株式会社） 

C/O WALKERS SPV LIMITED 

P.O.BOX 908GT, WALKER HOUSE, 

MARY STREET, GEORGR TOWN, 

GRAND CAYMAN, CAYMAN ISLANDS 

（東京都千代田区丸の内２丁目３－２郵

船ビルディング３階） 

3,447,500 20.30 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１号 20,600 0.12 

新保 年子 神奈川県横浜市鶴見区 18,000 0.11 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１号 17,700 0.10 

海藤 美好 茨城県笠間市 15,000 0.09 

渡辺 光子 青森県青森市 12,960 0.08 

村井 幸雄 千葉県船橋市 10,800 0.06 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５－１ 10,600 0.06 

計 ― 16,601,485 97.76 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の普通株式が100株（議決権１個）含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普 通 株 式 10,500 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普 通 株 式 16,943,800 普 通 株 式 169,438 ― 

単元未満株式 普 通 株 式 26,348 ― ― 

発行済株式総数 16,980,648 ― ― 

総株主の議決権 ― 普 通 株 式 169,438 ― 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数の 
合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ファルテック 

神奈川県川崎市幸区 

堀川町580番地 
10,500 ― 10,500 0.06 

計 ― 10,500 ― 10,500 0.06 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 821 943 873 873 865 870 

低（円） 660 604 623 843 850 860 



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（１）取締役の状況 

①新任取締役 

（注）平成19年12月３日開催の臨時株主総会の終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。 

②退任取締役 

（２）執行役の状況 

①新任執行役 

（注）平成19年10月１日から、平成20年３月期に係る定時株主総会終結後 初に開催される取締役会の終結の時まで

であります。 

②退任執行役 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

就任年月 

取締役  

監査委員  

指名委員  

報酬委員  

山本 健一  昭和17年12月29日  

昭和41年４月 東洋工業株式会社（現マ

ツダ株式会社）入社  

平成14年６月 同社常務執行役員  

平成15年６月 トーヨーエイテック株式

会社代表取締役社長  

平成19年12月 当社取締役（現）  

（注）  0株  平成19年12月３日 

取締役  

 指名委員 

報酬委員 

  

大畑 康壽 昭和26年８月28日  

昭和49年４月 株式会社富士銀行入行

（現みずほフィナンシャ

ルグループ）  

平成18年９月 みずほキャピタルパート

ナーズ株式会社代表取締

役ＣＯＯ（現）  

平成18年12月 エム・エイチ・インベス

トメント株式会社代表取

締役（現）  

平成19年12月 当社取締役（現）  

 （注） 0株  平成19年12月３日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役  ―  佐藤 正幸 平成19年９月30日 

取締役  ―  下薗 四郎  平成19年11月30日  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

就任年月 

執行役 ― 増田 譲二 昭和23年２月12日 

昭和45年４月 日産自動車株式会社入

社  

平成15年４月 同社ＣＶＰ  

平成18年４月 株式会社アルティア橋本

常務 

平成18年６月 同社取締役  

平成19年10月 当社執行役（現）  

（注） 0株  平成19年10月１日 

執行役 ― 石井 公規 昭和22年６月25日 

昭和48年４月 日産自動車株式会社入

社  

平成12年４月 同社生産技術車両技術開

発試作部長  

平成16年10月 橋本フォーミング工業株

式会社執行役員  

平成17年２月 株式会社アルティア橋本

常務  

平成19年10月 当社執行役（現）  

（注） 0株  平成19年10月１日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

執行役 ―  佐藤 正幸 平成19年９月30日 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     1,508     801     800  

２ 受取手形及び売掛
金 

※３   17,402     16,994     17,427  

３ たな卸資産     5,141     5,247     4,823  

４ その他     2,741     1,951     1,993  

   貸倒引当金     △425     △2     △2  

流動資産合計     26,369 48.4   24,991 47.5   25,042 47.2 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 
※１ 
※２                  

(1）建物及び構築物   5,290     5,619     5,551    

(2）機械装置及び運
搬具   6,289     6,158     6,018    

(3）工具器具及び備
品   3,204     3,294     3,571    

(4）土地   8,739     8,602     8,585    

(5）その他   241 23,765   53 23,728   42 23,768  

２ 無形固定資産     804     673     758  

３ 投資その他の資産                    

(1）その他   4,607     4,294     4,617    

    貸倒引当金   △1,106 3,500   △1,088 3,205   △1,110 3,506  

固定資産合計     28,070 51.6   27,607 52.5   28,033 52.8 

Ⅲ 繰延資産     23 0.0   14 0.0   18 0.0 

資産合計     54,462 100.0   52,613 100.0   53,094 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛
金 

※３   15,560     14,590     16,734  

２ 短期借入金 ※２   11,661     8,271     6,439  

３ 賞与引当金     772     760     872  

４ その他 ※３   3,459     4,365     4,325  

流動負債合計     31,454 57.8   27,988 53.2   28,371 53.5 

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 ※２   3,398     3,276     3,698  

２ 退職給付引当金     7,697     7,435     7,404  

３ 役員退職慰労引当
金     82     96     96  

４ 再評価に係る繰延
税金負債     1,362     1,362     1,362  

５ その他     283     240     196  

固定負債合計     12,823 23.5   12,411 23.6   12,758 24.0 

負債合計     44,278 81.3   40,399 76.8   41,130 77.5 

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     4,000 7.3   4,000 7.6   4,000 7.5 

２ 資本剰余金     2,402 4.4   2,402 4.6   2,402 4.5 

３ 利益剰余金     2,105 3.9   3,824 7.2   3,793 7.2 

４ 自己株式     △4 △0.0   △9 △0.0   △4 △0.0 

 株主資本合計     8,503 15.6   10,217 19.4   10,192 19.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評
価差額金     118 0.2   41 0.1   101 0.2 

２ 繰延ヘッジ損益     △14 △0.0   △5 △0.0   △12 △0.0 

３ 土地再評価差額金     1,636 3.0   1,636 3.1   1,636 3.1 

４ 為替換算調整勘定     △62 △0.1   172 0.3   39 0.0 

 評価・換算差額等合計     1,677 3.1   1,844 3.5   1,764 3.3 

Ⅲ 新株予約権     2 0.0   ― ―   7 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     ― ―   153 0.3   ― ― 

純資産合計      10,184 18.7   12,214 23.2   11,964 22.5 

 負債純資産合計     54,462 100.0   52,613 100.0   53,094 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     38,375 100.0   38,038 100.0   80,520 100.0 

Ⅱ 売上原価     32,599 84.9   32,159 84.5   68,028 84.5 

売上総利益     5,776 15.1   5,878 15.5   12,491 15.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費                    

１ 荷造運搬費   937     922     1,680    
２ 給料手当   2,256     2,108     4,361    
３ 賞与引当金繰入額   10     245     314    
４ 退職給付費用   107     182     215    
５ 役員退職慰労引当

金繰入額   14     18     29    

６ その他   2,419 5,745 15.0 2,011 5,489 14.5 4,413 11,015 13.7 

営業利益     30 0.1   389 1.0   1,476 1.8 

Ⅳ 営業外収益                    
１ 受取利息   19     13     35    
２ 受取配当金   10     6     11    
３ 技術供与収入   97     53     156    
４  債権回収差益   ―     14     ―    
５ 為替差益   42     2     88    
６ その他   44 215 0.6 44 135 0.3 102 394 0.5 

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   132     113     251    
２ その他   4 136 0.4 18 132 0.3 35 287 0.3 

経常利益     109 0.3   391 1.0   1,583 2.0 

Ⅵ 特別利益                    
１ 固定資産売却益 ※１ 32     0     382    
２ 賞与引当金戻入益   4     ―     4    
３ 新株予約権戻入益   ―     9     ―    
４ その他   2 39 0.1 ― 9 0.0 467 853 1.0 

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産除売却損 ※２ 29     71     360    
２ 減損損失 ※３ 8     0     8    
３ 貸倒引当金繰入額   234     ―     238    
４ 特別割増退職金    262     ―     316    
５ 環境安全対策費用  ※4  ―     92     ―    
６ 企業組織再編費用 ※5  ―     102     ―    
７ その他   3 538 1.4 11 279 0.7 227 1,151 1.4 

税金等調整前中間
（当期）純利益又
は純損失(△) 

    △389 △1.0   121 0.3   1,285 1.6 

法人税、住民税及
び事業税   36     13     464    

法人税等調整額   51 87 0.2 72 85 0.2 △71 393 0.5 

少数株主利益     ― ―   6 0.0   ― ― 

中間（当期）純利
益又は純損失(△)     △476 △1.2   29 0.1   891 1.1 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高(百万円） 4,000 2,402 2,574 △3 8,973 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純損失     △476   △476 

自己株式の取得       △0 △0 

土地再評価差額金の取崩     7   7 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― ― △469 △0 △469 

平成18年９月30日 残高(百万円） 4,000 2,402 2,105 △4 8,503 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高(百万円） 177 ― 1,643 △26 1,795 ― 10,768 

中間連結会計期間中の変動額              

中間純損失         ―   △476 

自己株式の取得         ―   △0 

土地再評価差額金の取崩         ―   7 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
△59 △14 △7 △35 △117 2 △115 

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円） 
△59 △14 △7 △35 △117 2 △584 

平成18年９月30日 残高（百万円） 118 △14 1,636 △62 1,677 2 10,184 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高(百万円） 4,000 2,402 3,793 △4 10,192 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純利益     29   29 

子会社の新規連結に伴う利益剰

余金の増加高 
    19   19 

子会社の新規連結に伴う利益剰

余金の減少高 
    △18   △18 

自己株式の取得       △5 △5 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― ― 30 △5 25 

平成19年９月30日 残高(百万円） 4,000 2,402 3,824 △9 10,217 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 
少数株主 
 持分  

純資産合計その他有価
証券評価差

額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高(百万円） 101 △12 1,636 39 1,764 7 － 11,964 

中間連結会計期間中の変動額                

中間純利益               29 

子会社の新規連結に伴う利益剰

余金の増加高 
              19 

子会社の新規連結に伴う利益剰

余金の減少高 
              △18 

自己株式の取得               △5 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
△60 7 － 132 80 △7 153 225 

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円） 
△60 7 － 132 80 △7 153 250 

平成19年９月30日 残高（百万円） 41 △5 1,636 172 1,844 － 153 12,214 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高(百万円） 4,000 2,402 2,574 △3 8,973 

連結会計年度中の変動額          

当期純利益     891   891 

英国子会社の退職給付債務処理

額 
    320   320 

自己株式の取得       △0 △0 

土地再評価差額金の取崩     7   7 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
― ― 1,219 △0 1,218 

平成19年３月31日 残高(百万円） 4,000 2,402 3,793 △4 10,192 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高(百万円） 177 ― 1,643 △26 1,795 ― 10,768 

連結会計年度中の変動額              

当期純利益             891 

英国子会社の退職給付債務処理

額 
            320 

自己株式の取得             △0 

土地再評価差額金の取崩             7 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△76 △12 △7 65 △31 7 △23 

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円） 
△76 △12 △7 65 △31 7 1,195 

平成19年３月31日 残高（百万円） 101 △12 1,636 39 1,764 7 11,964 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー 

計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        
１ 税金等調整前中間（当期）純利益

又は純損失（△）   △389 121 1,285

２ 減価償却費   1,295 1,237 2,627

３ 減損損失   8 0 8
４ 賞与引当金の増加額(又は減少額

（△））   220 △112 320

５ 退職給付引当金の減少額   △40 △19 △112
６ 役員退職慰労引当金の増加額(又

は減少額（△））   11 △0 29

７ 債務保証損失引当金の減少額   △38 ― △38

８ 受取利息及び受取配当金   △30 △20 △47

９ 支払利息   132 113 251

10 為替差益   70 3 △79

11 投資有価証券売却益   △0 ― △0

12 有形・無形固定資産除売却損   29 71 360

13 有形・無形固定資産売却益   △32 △0 △382

14 特別割増退職金   262 ― 316

15 売上債権の減少額   834 662 888
16 たな卸資産の減少額（又は増加額

（△））   △180 △184 78

17 仕入債務の減少額   △1,173 △2,471 △27

18 その他   △334 97 △113

小計   646 △499 5,365

19 利息及び配当金の受取額   35 20 62

20 利息の支払額   △125 △115 △252

21 特別割増退職金の支払額   △181 ― △316

22 法人税等の支払額   △26 △360 △89

営業活動によるキャッシュ・フロー   349 △954 4,770

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        
１ 定期預金の預入による支出   △18 △0 △19

２ 定期預金の払戻による収入   18 ― 35
３ 有形・無形固定資産取得による支

出   △1,916 △1,573 △3,743

４ 有形・無形固定資産売却による収
入   1,011 1,074 1,831

５ 投資有価証券の取得支出   △0 △0 △97

６ 投資有価証券の売却収入   0 ― 20

７ 貸付けによる支出   △30 △0 △30

８ 貸付金の回収による収入   33 13 847

９ 長期前払費用にかかる支出   ― △0 △1

10 その他の投資にかかる支出   △0 ― ―

11 その他の投資の回収による収入   1 ― ―

12 その他   5 △17 16

投資活動によるキャッシュ・フロー   △895 △504 △1,139

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        
１ 短期借入金の純増加額 
  （又は減少額（△））   1,525 1,904 △1,997

２ 長期借入れによる収入   ― ― 1,030

３ 長期借入金の返済による支出   △172 △572 △2,784

４ 自己株式の取得による支出   △0 △5 △0

５ その他   2 ― ―

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,354 1,326 △3,752

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △122 7 117

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  （又は減少額（△））   686 △124 △4

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   733 728 733

Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物
増加高   ― 124 ―

 Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末 

  （期末）残高 
  1,419 728 728



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）連結の範囲に関する事項 (1）連結の範囲に関する事項 (1）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社の数 ７社 ①連結子会社の数 ９社 ①連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称 

株式会社アルティア橋本 

株式会社テクノサッシュ 

株式会社テクノモール 

オリオンテクノ株式会社 

ニッソーサービス株式会社 

HASHIMOTO LIMITED［英国］ 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.

［米国］ 

連結子会社の名称 

株式会社アルティア橋本 

株式会社テクノサッシュ 

オリオンテクノ株式会社 

ニッソーサービス株式会社 

HASHIMOTO LIMITED［英国］ 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC. 

［米国］ 

FAS CEBU CORPORATION［比国］ 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING［インドネシア共和

国］ 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司［中

国］ 

（連結範囲の変更） 

 当中間連結会計期間より、グループ

としての連結業績の一層の重要性を認

識し、前連結会計年度末までに非連結

子会社であった３社、

FAS CEBU CORPORATION、

P.T.ALTIA CLASSIC  

AUTOMOTIVE MANUFACTURING、 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司を連結子

会社に含め、子会社全社を連結致しま

した。 

連結子会社の名称 

株式会社アルティア橋本 

株式会社テクノサッシュ 

オリオンテクノ株式会社 

ニッソーサービス株式会社 

HASHIMOTO LIMITED［英国］ 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.

［米国］ 

 株式会社テクノモールについては、

平成19年３月22日付で株式会社アルテ

ィア橋本と合併したため、連結の範囲

から除いております。ただし、損益計

算書項目については連結しておりま

す。 

②非連結子会社名 

FAS CEBU CORPORATION［比国］ 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING［インドネシア共和

国］ 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司［中

国］ 

――――― ②非連結子会社名 

FAS CEBU CORPORATION［比国］ 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING［インドネシア共和

国］ 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司［中

国］ 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社３社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益および利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

  連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社３社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益および利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

 (2）持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社の名称 

FAS CEBU CORPORATION 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司 

 (2）持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない関連会社の名称 

（関連会社） 

嘉興敏橋汽車零部件有限公司［中

国] 

 (2）持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社および

関連会社の名称 

（非連結子会社） 

FAS CEBU CORPORATION 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司 

（関連会社） 

嘉興敏橋汽車零部件有限公司［中国] 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、それぞれ中間

純損益および利益剰余金(持分に見合

う額)等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

 同左 

(持分法を適用しない理由) 

 持分法非適用会社は、それぞれ当期

純損益および利益剰余金(持分に見合

う額)等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しておりま

す。  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

中間決算日が中間連結決算日と異なる場

合の内容等 

 HASHIMOTO LIMITEDおよび 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.の中

間決算日は、６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たって

は同日現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

(3）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

中間決算日が中間連結決算日と異なる場

合の内容等 

 HASHIMOTO LIMITED、ALTIA AUTOMOT

IVE PRODUCTS,INC.、FAS CEBU CORPOR

ATION、P.T.ALTIA CLASSIC AUTOMOTIV

E MANUFACTURING、佛山阿迪雅汽車用

品有限公司の中間決算日は６月30日で

あります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たって

は同日現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

(3）連結子会社の決算日等に関する事項 

連結子会社の決算期は、HASHIMOT

O LIMITEDおよびALTIA AUTOMOTIVE PR

ODUCTS, INC.を除き、連結財務諸表提

出会社と同一であります。 

なお、HASHIMOTO LIMITEDおよびALT

IA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.の決算

期は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 (4）会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 (4）会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

 

  

  

時価のないもの 

同左 

 (4）会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

同左 

(ロ）デリバティブ 

時価法 

(ロ）デリバティブ 

同左 

(ロ）デリバティブ 

同左 

(ハ）たな卸資産 

商品 

主として移動平均法による原価法 

(ハ）たな卸資産 

商品 

同左 

(ハ）たな卸資産 

商品 

同左 

製品 

主として移動平均法による低価法 

製品 

同左 

製品 

同左 

仕掛品・部分品・原材料 

主として移動平均法による原価法 

仕掛品・部分品・原材料 

同左 

仕掛品・部分品・原材料 

同左 

貯蔵品 

終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

主として定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）につい

ては、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおり

であります。  

建物および構築物  ７～50年

機械装置および運搬具  ４～12年

工具器具および備品   ２～10年

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 同左              

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 同左 

    ――――― （会計処理の変更）  

 当社および国内連結子会社は 法人税法

の改正に伴い、当中間連結会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。 

 これにより、営業利益、経常利益、お

よび税金等調整前中間純利益はそれぞれ

10百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。  

    ――――― 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ――――― （追加情報） 

  当社および国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により、取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。 

 これにより、営業利益、経常利益、およ

び税金等調整前中間純利益はそれぞれ143

百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。  

   ―――――  

無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるため、将来

の支給見込額のうち、当中間連結会計期

間負担額を計上しております。 

(ロ）賞与引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるため、将来

の支給見込額のうち、当連結会計年度負

担額を計上しております。 

(ハ）退職給付引当金 

従業員および業務執行責任者の退職金の

支給に備えるため設定しております。従

業員部分については、従業員の退職給付

に備えるため、当中間連結会計期間末に

おける退職給付債務および年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

会計基準変更時差異(3,534百万円)につ

いては、主として15年による按分額を費

用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(13年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとして

おります。 

また、業務執行責任者部分については、

業務執行責任者の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間連結会計期

間末要支給額を計上しております。 

(ハ）退職給付引当金 

同左  

(ハ）退職給付引当金 

従業員および業務執行責任者の退職金の

支給に備えるため設定しております。従

業員部分については、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

会計基準変更時差異(3,534百万円)につ

いては、主として15年による按分額を費

用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(13年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとして

おります。なお、英国の連結子会社につ

いては当連結会計年度における発生額を

連結剰余金計算書に利益剰余金の増減額

として計上しております。 

また、業務執行責任者部分については、

業務執行責任者の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(ニ）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間連結会計期間

末要支給額を計上しております。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

同左 

(ニ）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末要

支給額を計上しております。 

     

④ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

④ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

④ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑤ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

⑤ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

⑤ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップおよび金利キャップ 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

・ヘッジ対象 

借入金 

・ヘッジ対象 

同左 

・ヘッジ対象 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

将来の金利の変動によるリスクを回

避するために行っております。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、継続して金

利の変動による影響を相殺又は一定

の範囲に限定する効果が明らかに見

込まれるため、ヘッジの有効性の判

定は省略しております。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

⑥ その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

  

⑥ その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 同左 

  

⑥ その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 同左 

  

(5）中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

手許現金、要求払預金および取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資であります。 

(5）中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等）  

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は10,196百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

―――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等）  

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は11,969百万円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。   

 （ストック・オプション等に関する会計基

準等） 

当中間連結会計期間より、「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業会計基

準第８号 平成17年12月27日）および「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第11号 平成

18年５月31日）を適用しております。 

 これにより営業利益および経常利益がそれ

ぞれ２百万円減少し、税金等調整前中間純損

失は２百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。 

―――――  （ストック・オプション等に関する会計基

準等） 

当連結会計年度より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準第

８号 平成17年12月27日）および「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18

年５月31日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益および税金

等調整前当期純利益はそれぞれ７百万円減少

しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

――――― （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「その他投資にか

かる支出」（当中間連結会計期間は０百万円）および「その他の投資

の回収による収入」（当中間連結会計期間は０百万円）は金額的重要

性が低いため、当中間連結会計期間より「その他」に含めて表示する

ことにいたしました。 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――― ―――――  中間連結会計期間において、後発事象と

して記載いたしました、平成18年11月13日

に締結した連結子会社株式会社テクノモー

ル所有不動産の売買契約ですが、売買の

終合意に至らず物件の売却を中止しまし

た。なお、株式会社テクノモールは、平成

19年３月22日付で連結子会社株式会社アル

ティア橋本に吸収合併されております。 

  

―――――  連結子会社の固定資産の売却について 

 連結子会社である株式会社アルティア橋

本はグループ内の経営効率化の一環とし

て、同社大阪支店（大阪府吹田市）の土地

建物を譲渡することを、平成19年７月26日

同社経営会議で決定、同８月29日売買契約

を締結しました。 

 譲渡先  大和システム株式会社 

 譲渡価格 1,170百万円 

 譲渡時期 平成19年12月21日 

当社連結業績への影響は446百万円の売却益

を特別利益に計上する見込みであります。 

  

――――― 

―――――  当社株式の非公開化について 

当社は、平成19年６月19日の取締役会におい

て、エム・エイチ・インベストメント株式会

社 （以下、ＭＨＩ）による当社株式等に対

する公開買付けについて、賛同の意を表明す

ることを決議し、その後以下の経緯を経て、

上場廃止となりました。 

① MHIによる公開買付けの実施 

公開買付けは平成19年６月20日から平成19年

７月31日まで実施され、ＭＨＩは当社の普通

株式3,343,420株および新株予約権を普通株

式に換算した数144,800株を取得しました。 

②当社は、平成19年８月17日にエム・エイ

チ・キャピタル・パートナーズⅡエル・ピー

の請求により、当社A種優先株式3,529,400株

を取得するのと引換えに当社普通株式

8,982,005株を交付しました。 

③平成19年10月23日の臨時株主総会および普

通株主による種類株主総会において、当社普

通株式を全部取得条項付株式とすること等の

ための定款変更、ならびに、全部取得条項付

株式の取得を決議しました。 

定款変更の効力発生日 平成19年11月30日 

④上記③による定款変更等の結果、当社普通

株式に係る株券は東京証券取引所の株券上場

廃止基準に該当するため、平成19年11月24日

をもって上場廃止となりました。 

――――― 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――  資本準備金の減少 

 当社は平成19年９月27日の取締役会,並び

に平成19年10月23日の臨時株主総会におい

て、資本準備金の減少を決議しました。 

① 減少の目的 

前述の株式非公開化に伴い、端数株式買取等

のための分配可能額を確保するとともに、今

後の機動的な資本政策の実現を図るためであ

ります。 

② 減少の額 

平成19年９月30日現在の資本準備金の額

7,342,306,920円のうち、3,000,000,000円を

その他資本剰余金に振り替えました。 

③ 効力発生日 

平成19年11月30日 

――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

57,371 百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

57,148 百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

56,068 百万円

※２ 担保資産および担保付債務 

下記の資産を、下記債務金額の担保に

供しております。 

※２ 担保資産および担保付債務 

下記の資産を、下記債務金額の担保に

供しております。 

※２ 担保資産および担保付債務 

下記の資産を、下記債務金額の担保に

供しております。 

担保提供資産（百万円） 

工場財団  

土地 3,324 

建物 676 

機械および装置 2,206 

合計 6,208 

債務金額（百万円） 

長期借入金 2,285 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

1,701 

担保提供資産（百万円） 

工場財団  

土地 3,324 

建物 694 

機械および装置 2,206 

合計 6,225 

債務金額（百万円） 

長期借入金 1,919 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

620 

担保提供資産（百万円） 

工場財団  

土地 3,324 

建物 692 

機械および装置 2,071 

合計 6,088 

債務金額（百万円） 

長期借入金 2,099 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

620 

なお、このほか下記資産を下記債務金

額の担保に供しております。 

なお、このほか下記資産を下記債務金

額の担保に供しております。 

なお、このほか下記資産を下記債務金

額の担保に供しております。 

担保提供資産（百万円） 

土地 3,268 

建物 1,456 

合計 4,725 

債務金額（百万円） 

短期借入金 1,459 

長期借入金 750 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

776 

担保提供資産（百万円） 

土地 2,255 

建物 1,213 

合計 3,469 

債務金額（百万円） 

長期借入金 163 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

174 

担保提供資産（百万円） 

土地 2,255 

建物 1,251 

合計 3,506 

債務金額（百万円） 

長期借入金 237 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

188 

上記の土地のうち1,060百万円、建物

のうち715百万円は、財団抵当の共同

担保に供しております。 

上記の土地のうち1,060百万円、建物

のうち670百万円は、財団抵当の共同

担保に供しております。 

上記の土地のうち1,060百万円、建物

のうち694百万円は、財団抵当の共同

担保に供しております。 

※３ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処

理をしております。なお、当中間連結会計

期間の末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満期手形が

中間連結会計期間末残高に含まれておりま

す。 

※３ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処

理をしております。なお、当中間連結会計

期間の末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満期手形が

中間連結会計期間末残高に含まれておりま

す。 

 ※３ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理を

しております。なお、当連結会計年度の末

日は金融機関の休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれております。 

受取手形 183百万円

支払手形 1,333百万円

設備支払手形 

（その他流動負債） 
181百万円

受取手形    206百万円

支払手形      1,260百万円

設備支払手形 

（その他流動負債） 
   351百万円

受取手形 193百万円

支払手形 1,274百万円

設備支払手形 

（その他流動負債） 
249百万円

４ 偶発債務 

保証債務 

４ 偶発債務 

保証債務 

４ 偶発債務 

保証債務 

保証先 種類 
金額 

(百万円) 

従業員 
自動車ローンおよび
社員貸付金規定によ
る銀行借入保証 

9 

合計 9 

保証先 種類 
金額 

(百万円)

従業員 
自動車ローンおよび
社員貸付金規定によ
る銀行借入保証 

5 

合計 5 

保証先 種類 
金額 

(百万円)

従業員 
自動車ローンおよび
社員貸付金規定によ
る銀行借入保証 

7 

合計 7 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 

土地      7百万円

借地権     24百万円

合計     32百万円

工具器具および備品      0百万円

合計      0百万円

土地   356百万円

建物および構築物他     26百万円

合計    382百万円

※２ 固定資産除売却損の内訳 

固定資産売却損 

※２ 固定資産除売却損の内訳 

固定資産売却損 

※２ 固定資産除売却損の内訳 

固定資産売却損 

機械装置および運搬具  2百万円

土地   3百万円

合計     5百万円

機械装置および運搬具   1百万円

工具器具および備品    0百万円

合計   1百万円

機械装置および運搬具 14百万円

土地  3百万円

合計    17百万円

固定資産除却損 固定資産除却損 固定資産除却損 

機械装置および運搬具   9百万円

工具器具および備品  4百万円

その他   9百万円

合計   23百万円

建物および構築物   5百万円

機械装置および運搬具 23百万円

工具器具および備品 24百万円

その他    17百万円

合計    70百万円

建物および構築物   26百万円

機械装置および運搬具    195百万円

工具器具および備品    110百万円

その他  11百万円

合計   343百万円

※３ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社

グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

※３ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社

グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。  

※３ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グル

ープは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。  

用途 種類 場所 
金額 

(百万円) 

 ALTI
A AUTOM
OTIVE P
RODUCT
S,INC. 

器具備
品 

米国 8 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

 ALTI
A AUTOM
OTIVE P
RODUCT
S,INC. 

器具備
品 

米国 0 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

 ALTI
A AUTOM
OTIVE P
RODUCT
S,INC. 

器具備
品 

米国 8 

当社グループは資産を自動車部品事

業について工場毎に、自動車用品事業

その他については、支店毎にグルーピ

ングしております。 

北米子会社ALTIA AUTOMOTIVE PRODU

CTS,INC.につきましては、業績の低迷

が続いており収益による回収が困難と

判断されるため、有形固定資産の帳簿

価額を全額減損処理しました。 

当社グループは資産を自動車部品事

業について工場毎に、自動車用品事業

その他については、支店毎にグルーピ

ングしております。 

北米子会社ALTIA AUTOMOTIVE PRODU

CTS,INC.につきましては、業績の低迷

が続いており収益による回収が困難と

判断されるため、有形固定資産の帳簿

価額を全額減損処理しました。 

当社グループは資産を自動車部品事

業について工場毎に、自動車用品事業

その他については、支店毎にグルーピ

ングしております。 

北米子会社ALTIA AUTOMOTIVE PRODU

CTS,INC.につきましては、業績の低迷

が続いており収益による回収が困難と

判断されるため、有形固定資産の帳簿

価額を全額減損処理しました。 

※４      ――――― ※４ 環境安全対策費用 

 連結子会社の元工場用地（遊休）の土壌

汚染の浄化のための費用であります。 

※４     ――――― 

※５      ―――――  ※５ 企業組織再編費用 

 連結子会社の合併、連結子会社事業の吸

収分割等に伴う費用であります。 

※５     ――――― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

   （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

 ２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

 ３．配当に関する事項 

    該当する事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

   （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、Ａ種優先株式の普通株式への転換による増加であります。 

２．Ａ種優先株式の発行済株式総数の減少は、普通株式への転換による減少であります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。  

 ２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

    該当する事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

    該当する事項はありません。 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普 通 株 式 7,998,643 － － 7,998,643 

Ａ種優先株式 3,529,400 － － 3,529,400 

合計 11,528,043 － － 11,528,043 

自己株式        

普 通 株 式（注） 3,576 295 － 3,871 

合計 3,576 295 － 3,871 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
普通株式 467 250 467 250 2 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普 通 株 式(注)１ 7,998,643 8,982,005 ― 16,980,648 

Ａ種優先株式(注)２ 3,529,400 ― 3,529,400 ― 

合計 11,528,043 8,982,005 3,529,400 16,980,648 

自己株式        

普 通 株 式(注)３ 4,231 6,315 ― 10,546 

合計 4,231 6,315 ― 10,546 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

   （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

 ２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

     （注）権利行使期間の初日が到来しておりません。 

 ３．配当に関する事項 

      該当する事項はありません。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式        

普 通 株 式 7,998,643 ― ― 7,998,643 

Ａ種優先株式 3,529,400 ― ― 3,529,400 

合計 11,528,043 ― ― 11,528,043 

自己株式        

普 通 株 式（注） 3,576 655 ― 4,231 

合計 3,576 655 ― 4,231 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高 
（百万円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
― ― ― ― ― 7 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金および現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金および現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金および現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金および預金勘定    1,508百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
   △89百万円

現金および現金同等物    1,419百万円

現金および預金勘定      801百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△72百万円

現金および現金同等物     728百万円

現金および預金勘定      800百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△71百万円

現金および現金同等物      728百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび期末残高相当額 

   

取得価額

相当額 

(百万円) 

 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

 

中間期末

残高相当

額 

(百万円) 

機械装置及

び運搬具 
  162  122  39

工具器具 

及び備品 
  1,992  854  1,137

無形固定資

産（ソフト

ウェア） 

  252  196  56

合計   2,407  1,173  1,234

   

取得価額

相当額 

(百万円) 

 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

 

中間期末

残高相当

額 

(百万円) 

機械装置及

び運搬具 
  88  51  36

工具器具 

及び備品 
  2,742  1,125  1,616

無形固定資

産（ソフト

ウェア） 

  141  119  21

合計   2,972  1,297  1,675

   

取得価額

相当額 

(百万円) 

 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

 

期末残高

相当額 

(百万円) 

機械装置 

及び運搬具
  63  31  32

工具器具 

及び備品 
  1,944  1,099  845

無形固定 

資産（ソフ

トウェア）

  150  113  36

合計   2,158  1,244  914

②未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

②未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

②未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 820百万円

１年超 429百万円

合計 1,249百万円

１年以内 1,151百万円

１年超    542百万円

合計    1,693百万円

１年以内 679百万円

１年超 246百万円

合計    926百万円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額および減損損失 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額および減損損失 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額および減損損失 

支払リース料      387百万円

減価償却費相当額 368百万円

支払利息相当額 10百万円

支払リース料      592百万円

減価償却費相当額     567百万円

支払利息相当額 22百万円

支払リース料     876百万円

減価償却費相当額   842百万円

支払利息相当額   23百万円

④減価償却費相当額および利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④減価償却費相当額および利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④減価償却費相当額および利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

１年以内 130百万円

１年超 154百万円

合計 284百万円

未経過リース料  

１年以内 7百万円

１年超 90百万円

合計  97百万円

未経過リース料  

１年以内     99百万円

１年超      124百万円

合計      223百万円

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券      

① 株式 214 390 176 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

計 214 390 176 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

① 非上場株式 140 

② 割引金融債 19 

計 160 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券      

① 株式 215 262 46 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

計 215 262 46 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

① 非上場株式 140 

計 140 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券      

① 株式 214 357 142 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 214 357 142 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

① 非上場株式 140 

② 割引金融債 ― 

計 140 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため記載すべきものはありません。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

 デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため記載すべきものはありません。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため記載すべきものはありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  １．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額および科目名 

    販売費および一般管理費  ２百万円 

  ２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  １．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額および科目名 

    販売費および一般管理費   １百万円 

※なお、当中間連結会計期間において新株予約権の消却があったため、特別利益として新株予約権戻入益９百万

円を計上しております。 

  ２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

     該当ありません。 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額および科目名 

    販売費および一般管理費  ７百万円 

  ２．当連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分および人数 当社および当子会社の取締役、執行役、および使用人計22名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 250,000株 

付与日 平成18年７月26日  

権利確定条件 

①付与対象者各自との間で取り交わされた「新株予約権割当

契約書」に定めるコミットメントおよびターゲットの達成 

②付与日（平成18年７月26日）以降、権利確定日(平成20年

７月26日）まで継続して勤務していること 

対象勤務期間 １年間 (自平成18年４月１日 至平成19年3月31日） 

権利行使期間 平成20年７月27日から平成25年６月30日まで  

権利行使価格（円） 624 

付与日における公正な評価単価（円） 84 

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分および人数 当社および当子会社の取締役、執行役、および使用人計22名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 250,000株 

付与日 平成18年７月26日  

権利確定条件 

①付与対象者各自との間で取り交わされた「新株予約権割当

契約書」に定めるコミットメントおよびターゲットの達成 

②付与日（平成18年７月26日）以降、権利確定日(平成20年

７月26日）まで継続して勤務していること 

対象勤務期間 １年間 (自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

権利行使期間 平成20年７月27日から平成25年６月30日まで  

権利行使価格（円） 624 

付与日における公正な評価単価（円） 84 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 （注）１．事業区分の方法および各事業の主な商品又は製品の名称 

(1）事業区分の方法 

商品又は製品の種類別区分によっております。 

(2）各事業の主な商品又は製品の名称 

① 自動車部品事業………樹脂部品等 

② 自動車用品事業………カーアクセサリー類等 

③ 自動車関連機器事業…自動車整備用機械工具、自動車生産用機器等 

④ その他の事業…………不動産賃貸業、倉庫荷役、ビル管理業等 

    ２．会計方針の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）および「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は

「その他の事業」が２百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

自動車部品
事業 

（百万円） 

自動車用品
事業 

（百万円）

自動車関連
機器事業 
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売

上高 
18,988 8,642 10,545 197 38,375 ― 38,375 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― 3 ― 237 241 (241) ― 

計 18,988 8,646 10,545 435 38,616 (241) 38,375 

営業費用 18,998 8,547 10,603 426 38,576 (231) 38,344 

営業利益又は営業損失(△) △9 99 △58 9 40 (9) 30 



 （注）１．事業区分の方法および各事業の主な商品又は製品の名称 

(1）事業区分の方法 

商品又は製品の種類別区分によっております。 

(2）各事業の主な商品又は製品の名称 

① 自動車部品事業………樹脂部品等 

② 自動車用品事業………カーアクセサリー類等 

③ 自動車関連機器事業…自動車整備用機械工具、自動車生産用機器等 

④ その他の事業…………不動産賃貸業、倉庫荷役、ビル管理業等 

    ２．会計方針の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法に比べ、

当中間連結会計期間の営業費用は、「自動車部品事業」において９百万円、「自動車用品事業」において０百

万円、「自動車関連機器事業」において０百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

 また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法に比

べ、当中間連結会計期間の営業費用は、「自動車部品事業」において138百万円、「自動車用品事業」におい

て０百万円、「自動車関連機器事業」において３百万円、「その他の事業」において０百万円増加し、営業利

益がそれぞれ同額減少しております。 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

自動車部品
事業 

（百万円） 

自動車用品
事業 

（百万円）

自動車関連
機器事業 
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売

上高 
19,348 8,372 10,259 56 38,038 ― 38,038 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― 0 ― 337 337 (337) ― 

計 19,348 8,373 10,259 394 38,375 (337) 38,038 

営業費用 18,966 8,222 10,430 315 37,934 (285) 37,649 

営業利益又は営業損失(△) 382 150 △170 78 441 (52) 389 



 （注）１．事業区分の方法および各事業の主な商品又は製品の名称 

(1）事業区分の方法 

商品又は製品の種類別区分によっております。 

(2）各事業の主な商品又は製品の名称 

① 自動車部品事業………樹脂部品等 

② 自動車用品事業………カーアクセサリー類等 

③ 自動車関連機器事業…自動車整備用機械工具、自動車生産用機器等 

④ その他の事業…………不動産賃貸業、倉庫荷役、ビル管理業等 

２．会計方針の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）および「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適用してお

ります。この変更に伴い、従来の方法に比べて「その他の事業」で７百万円営業費用が増加し、営業利益が

同額減少しております。  

 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

自動車部品
事業 

（百万円） 

自動車用品
事業 

（百万円）

自動車関連
機器事業 
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売

上高 
39,853 17,857 22,665 143 80,520 ― 80,520 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― 3 ― 697 700 (700) ― 

計 39,853 17,861 22,665 841 81,221 (700) 80,520 

営業費用 38,767 17,475 22,666 716 79,626 (582) 79,044 

営業利益又は営業損失(△) 1,085 385 △1 124 1,594 (118) 1,476 



【所在地別セグメント情報】 

 （注）１ 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス 

    ２ 会計方針の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）および「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は

「日本」が２百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上

高 
35,371 39 2,964 38,375 ― 38,375 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
285 ― ― 285 (285) ― 

計 35,657 39 2,964 38,661 (285) 38,375 

営業費用 35,387 102 3,158 38,647 (303) 38,344 

営業利益又は営業損失(△) 269 △62 △193 13 17 30 



 （注）１ 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米…………… アメリカ 

② 欧州…………… イギリス 

③ アジア………… フィリピン、インドネシア、中国 

    ２ 会計方針の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法に比べ、

当中間連結会計期間の営業費用は、「日本」が10百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法に比

べ、当中間連結会計期間の営業費用は、「日本」が143百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円）

欧州 
（百万円）

アジア 
（百万円）

計  
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売上

高 
34,064 52 3,745 176 38,038 ― 38,038 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
148 ― ― 299 448 (448) ― 

計 34,213 52 3,745 476 38,486 (448) 38,038 

営業費用 33,833 115 3,706 465 38,120 (471) 37,649 

営業利益又は営業損失(△) 379 △63 38 11 366 22 389 



 （注）１．国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス 

２．会計方針の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）および「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適用してお

ります。この変更に伴い、従来の方法に比べて「日本」で７百万円営業費用が増加し、営業利益が同額減少

しております。 

 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上

高 
74,505 93 5,921 80,520 ― 80,520 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
405 0 ― 405 (405) ― 

計 74,911 93 5,921 80,925 (405) 80,520 

営業費用 73,070 221 6,166 79,459 (415) 79,044 

営業利益又は営業損失(△) 1,840 △128 △245 1,466 9 1,476 



【海外売上高】 

 （注）１ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス、ドイツ、スペイン、フランス、ポルトガル 

③ その他の地域…台湾、メキシコ、インドネシア他 

 （注）１ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス、ドイツ、スペイン、フランス、 

③ その他の地域…台湾、メキシコ、インドネシア他 

 （注）１ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス、ドイツ、スペイン、フランス、ポルトガル、ベルギー 

③ その他の地域…台湾、メキシコ、インドネシア他 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 223 3,026 540 3,791 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― 38,375 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
0.6 7.9 1.4 9.8 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 198 3,797 686 4,682 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― 38,038 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
0.5 10.0 1.8 12.3 

 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 399 6,069 940 7,409 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― 80,520 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
0.5 7.5 1.2 9.2 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失および潜在株式調整後１株当たり中間(当期）純利益の算定上の基礎 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   898.28円

１株当たり中間純損失金

額 
   41.37円

１株当たり純資産額   710.75円

１株当たり中間純利益金

額 
    2.26円

１株当たり純資産額 1,120.33円

１株当たり当期純利益金

額 
   77.36円

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
   61.48円

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

はあるものの、1株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。  

１株当たり純資産額については、

期末純資産額から「期末優先株式数

×850円」を控除した金額を期末発行

済普通株式数（「自己株式」を除

く）で除して計算しております。 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益 

又は中間純損失（△）金額 
     

中間（当期）純利益 

又は中間純損失（△）（百万円） 
△476 29 891 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式および普通株式と同等の株式

に係る中間（当期）純利益又は中間純

損失（△）（百万円） 

△476 29 891 

普通株式および普通株式と同等の株式

の期中平均株式数の種類別の内訳

（株） 

     

普通株式 7,994,918 10,558,166 7,994,769 

Ａ種優先株式 3,529,400 2,521,000 3,529,400 

普通株式および普通株式と同等の株式

に係る期中平均株式数（株） 
11,524,318 13,079,166 11,524,169 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期）

純利益金額 
     

中間(当期)純利益調整額（百万円） ― ― ― 

普通株式増加数（株） ― ― 2,978,170 

      

Ａ種優先株式について

は、期首転換価額を基

に計算しております。 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

新株予約権の数(個) 

2,500 

平成18年６月29日定時

株主総会決議に基づく

ストック・オプション

であります。 

   ―――― 

  

  

新株予約権の数(個) 

2,500 

平成18年６月29日定時

株主総会決議に基づく

ストック・オプション

であります。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 連結子会社の中国における合弁会社設立に

ついて 

 連結子会社である株式会社アルティア橋

本は、中国での自動車市場が拡大する中、

グローバルな自動車部品市場でのコスト競

争力・開発力を向上させ、自動車メーカー

のニーズに十分応えるために、本年10月、

中国での技術提携先である敏実集団有限公

司の投資会社Forecast Industries Limited

との間において、自動車外装部品の製造販

売を目的とした合弁会社を設立しました。  

連結子会社の固定資産の売却について  

 連結子会社である株式会社テクノモール

はグループ内の生産体制の見直しと経営効

率化の一環として、同社綾瀬工場（神奈川

県綾瀬市）の土地建物を譲渡することを、

本年10月26日同社経営会議にて決定、株式

会社アルティア橋本の機関決定を経て、同

11月13日売買契約を締結しました。 

 譲渡先  城南建設株式会社 

 譲渡価格 320百万円 

 譲渡時期 平成19年３月予定 

当社連結業績への影響は約100百万円の売却

益を特別利益に計上する見込みでありま

す。(ただし、現時点での見込みであり、変

動する可能性があります。） 

連結子会社の固定資産の売却について 

 連結子会社である株式会社テクノサッシ

ュはグループ内の生産体制の見直しと経営

効率化の一環として、同社本社工場（神奈

川県横浜市戸塚区）の土地建物を譲渡する

ことを、本年11月27日同社経営会議にて決

定、株式会社アルティア橋本の機関決定を

経て、同12月13日売買契約を締結しまし

た。 

 譲渡先  日本綜合地所株式会社 

 譲渡価格 620百万円 

 譲渡時期 平成19年３月予定 

当社連結業績への影響は約300百万円の売却

益を特別利益に計上する見込みでありま

す。(ただし、現時点での見込みであり、変

動する可能性があります。） 

会社名 嘉興敏橋汽車零部件有限公司 

事業内容  自動車外装樹脂部品の製造販

売  

立地  中華人民共和国秀州工業区  

資本金 ８百万米ドル  

出資比率  株式会社アルティア橋本 50% 

Forecast Industries 

Limited                 50% 

生産開始予定  平成20年３月 

 (重要な合併） 

  当社の連結子会社である株式会社アルテ

ィア橋本は、平成19年8月23日、当社の連結

子会社であるオリオンテクノ株式会社との合

併契約締結を経営会議で決定し、10月１日合

併いたしました。当該合併は共通支配下の取

引等であり、その概要は次のとおりでありま

す。 

（１） 結合当事企業の名称およびその事業

の内容 

① 結合企業 

② 被結合企業  

（２） 企業結合日 

平成19年10月１日 

（３） 企業結合の法的形式 

株式会社アルティア橋本を存続会社、オリオ

ンテクノ株式会社を消滅会社とする吸収合併

（４） 結合後企業の名称 

株式会社アルティア（平成19年10月１日、株

式会社アルティア橋本から社名変更） 

（５） 取引の目的を含む取引の概要 

自動車関連機器事業における更なる競争激化

等の環境変化に対応し、事業運営の機動性・

効率性を向上させることを目的として、株式

会社アルティア橋本は、同社の子会社である

オリオンテクノ株式会社を吸収合併しまし

た。  

（６）実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）および「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 平成18年12月

22日 企業会計基準適用指針 第10号）に基

づき、共通支配下の取引として会計処理を適

用しました。 

名称 株式会社アルティア橋本 

事業の内容 自動車用品・関連機器の販売

および自動車部品の製造販売

名称 オリオンテクノ株式会社 

事業の内容 自動車関連機器の製造、販売

エム・エイチ・インベストメント株式会社に

よる当社株式等に関する公開買付けについて 

 当社は、平成19年６月19日開催の取締役会

において、エム・エイチ・インベストメント

株式会社（以下、「公開買付者」といいま

す。）による当社株式等に対する公開買付け

（以下、「本公開買付け」といいます。）に

ついて、賛同の意を表明することを決議して

おります。 

（1）公開買付者の概要 

（2） 公開買付けの概要 

（3） 公開買付けに関する意見の内容および

理由 

 当社は、①当社グループの現況に鑑みて、

厳しい経営環境の変化に柔軟に対応しつつ大

胆な施策展開も含めた将来の成長路線の礎を

築くためには機動的な意思決定が不可欠であ

ること、②当社普通株式には、当社Ａ種優先

株式の普通株式への転換がなされた場合にお 

①  商号 エム・エイチ・インベスト

メント株式会社  

② 事業内容  有価証券の保有およびこれ

に関連付帯する一切の事

業  

③  設立  平成５年10月27日  

④ 本店所在地  東京都千代田区丸の内二丁

目３番２号郵船ビルディン

グ  

⑤ 代表者  大畑 康壽  

⑥ 資本金  410百万円  

⑦ 大株主および

持株比率  

MH Capital Partners

Ⅱ, L.P.（98.76％） 

FBF2000, L.P.（1.24％） 

⑧ 当社との関

係  

FBF2000, L.P.（以下、

「FBF2000」といいま

す。）と

MH Capital Partners

Ⅱ, L.P. （以下、「MHCP

Ⅱ」といいます。）の両投

資ファンドに発行済株式の

100%を保有されている買収

目的会社であり、既に、

FBF2000およびMHCPⅡとあ

わせ、当社の総議決権数の

３分の２以上にあたる

66.9％を保有しておりま

す。  

①  買付けを行う

株券等の種類 
普通株式、新株予約権 

② 買付け等の期

間 

平成19年６月20日から平成

19年７月23日まで 

③ 大株主および

持株比率  

普通株式：1株につき875円

新株予約権：1個につき

23,800円 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （重要な吸収分割） 

 当社は平成19年８月23日、当社の連結子会

社である株式会社アルティア橋本との吸収分

割契約締結を取締役会決議し、10月１日に株

式会社アルティア橋本の部品・用品事業に関

する権利義務、および監査室ならびにコーポ

レート本部の業務に関する権利義務を承継い

たしました 。 

（１） 結合当事企業又は対象となった事業

の名称およびその事業の内容 

① 吸収分割会社 

② 吸収分割承継会社 

（２） 企業結合の法的方式 

株式会社アルティア橋本を吸収分割会社、当

社を吸収分割承継会社とする吸収分割であり

ます。 

（３） 取引の目的を含む取引の概要 

株式会社ファルテックは株式会社アルティア

橋本の部品・用品事業および監査室、コーポ

レート本部の業務を承継し、部品・用品事業

のシナジーを一層強化し、売上・収益の向上

を図るとともに、事業持株会社として国内外

子会社および関連会社10社を統括・管理しま

す。 

（４）実施した会計処理の概要 

 上記の吸収分割は共通支配下の取引に該当

するため、内部取引としてすべて消去しま

す。従って、この会計処理が連結財務諸表に

与える影響はありません。 

  

（不当利益返還請求について） 

  当社の連結子会社である株式会社アルティ

ア（平成19年10月１日、株式会社アルティア

橋本から社名変更）は平成19年10月26日付

で、国土交通省および軽自動車検査協会よ

り、下記の不当利得返還の請求を受けており

ます。 

①請求の内容 

株式会社アルティアが平成９年４月から平成

13年３月までの間に国土交通省の地方運輸局

および軽自動車検査協会と契約し販売した自

動車検査用機械器具についての不当利得返還

請求 

② 返還請求金額 

不当利得返還請求金額約192百万円および付

帯する年６％の割合による延滞金。 

株式会社アルティアは本請求は根拠が不明で

あり、支払う理由のないものと主張してゆく

方針であります。 

名称 株式会社アルティア（平成19

年10月１日、株式会社アルテ

ィア橋本から社名変更） 

事業の内容 自動車用品・関連機器の販売

および自動車部品の製造販売

名称 株式会社ファルテック 

事業の内容 純粋持株会社 

ける潜在的な上場廃止リスクがあること、お

よび③本公開買付けにおける買付価格は、当

社普通株式１株当り875円、第３回新株予約

権１個につき23,800円となる予定であり、買

付価格は妥当であると判断されることを踏ま

え、本公開買付けは当社の企業価値の観点か

ら最善の選択であって株主共同の利益に資す

るものであると判断し、本公開買付けに賛同

することといたしました。 

 なお、公開買付者は、本公開買付けにおい

て買付けを行う株券等の数に上限を設定して

いないため、本公開買付けの結果、株式会社

東京証券取引所の株券上場廃止基準に該当し

た場合、当社の普通株式は、所定の手続を経

て上場廃止となる可能性があります。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   18     15     32    

２ 短期貸付金   5,311     3,371     2,626    

３ その他   23     29     16    

流動資産合計     5,353 31.1   3,416 22.5   2,675 18.4 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１ 0     0     0    

２ 無形固定資産   1     0     0    

３ 投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   11,342     11,342     11,342    

(2）長期貸付金   480     400     440    

(3）その他   25     28     32    

計   11,847     11,771     11,815    

固定資産合計     11,849 68.8   11,772 77.4   11,816 81.5 

Ⅲ 繰延資産     23 0.1   14 0.1   18 0.1 

資産合計     17,226 100.0   15,203 100.0   14,510 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 短期借入金   5,190     3,270     2,513    

２ 一年以内返済予定
の長期借入金   80     80     80    

３ その他 ※２ 43     16     25    

流動負債合計     5,313 30.9   3,366 22.2   2,618 18.1 

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金   480     400     440    

２ 役員退職慰労引当
金   59     87     73    

固定負債合計     539 3.1   487 3.2   513 3.5 

負債合計     5,853 34.0   3,854 25.4   3,131 21.6 

（純資産の部）                     

 Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     4,000 23.2   4,000 26.3   4,000 27.6 

２ 資本剰余金                     

 (１)資本準備金   7,342     7,342     7,342     

 資本剰余金合計     7,342 42.6   7,342 48.3   7,342 50.6 

３ 利益剰余金                     

 (１)その他利益剰余
金                     

   繰越利益剰余金   32     16     33     

 利益剰余金合計     32 0.2   16 0.1   33 0.2 

４ 自己株式     △4 △0.0   △9 △0.1   △4 △0.0 

 株主資本合計     11,370 66.0   11,348 74.6   11,371 78.4 

 Ⅱ 新株予約権      2 0.0   ― ―   7 0.0 

 純資産合計     11,373 66.0   11,348 74.6   11,379 78.4 

 負債純資産合計     17,226 100.0   15,203 100.0   14,510 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益                    

経営管理料   106     116     213     

金融手数料    19 126 100.0 16 132 100.0 39 253 100.0 

Ⅱ 営業費用                    

一般管理費   117 117 93.3 114 114 86.4 237 237 93.7 

営業利益     8 6.7   18 13.6   16 6.3 

Ⅲ 営業外収益 ※１   23 18.4   26 20.1   56 22.2 

Ⅳ 営業外費用 ※２   27 21.8   30 23.3   65 25.7 

経常利益     4 3.3   13 10.4   7 2.8 

Ⅴ 特別利益 ※３   ― ―   9 7.1   ― ― 

Ⅵ 特別損失  ※４   ― ―   39 29.8   1 0.6 

税引前中間（当
期）純利益又は純
損失（△） 

    4 3.3   △16 △12.3   5 2.2 

法人税、住民税及
び事業税   8     0     17    

法人税等調整額   △6 2 2.2 0 0 0.5 △14 3 1.3 

中間（当期）純利
益又は純損失
（△） 

    1 1.1   △16 △12.8   2 0.9 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本 

準備金 
資本剰余金 

合計 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

4,000 7,342 7,342 31 31 △3 11,369 

中間会計期間中の変動額              

中間純利益       1 1   1 

自己株式の取得           △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

              

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

― ― ― 1 1 △0 1 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

4,000 7,342 7,342 32 32 △4 11,370 

  新株予約権 純資産合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

― 11,369 

中間会計期間中の変動額    

中間純利益   1 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

2 2 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

2 3 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2 11,373 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本 

準備金 
資本剰余金 

合計 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

4,000 7,342 7,342 33 33 △4 11,371 

中間会計期間中の変動額              

中間純損失       △16 △16   △16 

自己株式の取得           △5 △5 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

              

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

― ― ― △16 △16 △5 △22 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

4,000 7,342 7,342 16 16 △9 11,348 

  新株予約権 純資産合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

7 11,379 

中間会計期間中の変動額    

中間純損失   △16 

自己株式の取得   △5 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△7 △7 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△7 △30 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

― 11,348 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本 

準備金 
資本剰余金 

合計 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

4,000 7,342 7,342 31 31 △3 11,369 

事業年度中の変動額              

当期純利益       2 2   2 

自己株式の取得           △0 △0 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

              

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

― ― ― 2 2 △0 1 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

4,000 7,342 7,342 33 33 △4 11,371 

  新株予約権 純資産合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

― 11,369 

事業年度中の変動額    

当期純利益   2 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

7 7 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

7 9 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

7 11,379 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

工具器具および備品    ５～８年 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

２ 固定資産の減価償却方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

     ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

     ――――― 

（会計処理の変更）  

 当社は 法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産ついて、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 この変更による損益への影響はありま

せん。 

（追加情報） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により、取得価

額の５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しておりま

す。 

 この変更による損益への影響はありま

せん。 

       ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

     ――――― 

(2）無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間会計期間末要支

給額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）役員退職慰労引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

４ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 

４ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 

４ その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等）  

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は11,370百万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等）  

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は11,371百万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。  

（ストック・オプション等に関する会計基準

等） 

当中間会計期間より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準第

８号 平成17年12月27日）および「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18

年５月31日）を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益および税引

前中間純利益がそれぞれ２百万円減少してお

ります。 

――――― （ストック・オプション等に関する会計基準

等） 

当事業年度より、「ストック・オプション

等に関する会計基準」（企業会計基準第８号

平成17年12月27日）および「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31

日）を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益および税引

前当期純利益がそれぞれ７百万円減少してお

ります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――― ――――― 当社グループは、グループの収益の増強、

効率性の向上を図るために、平成19年２月14

日開催の取締役会において、当社子会社

（株）アルティア橋本の機工・機器・パワー

事業を会社分割によりオリオンテクノ（株）

に承継させ、同時に（株）アルティア橋本の

部品・用品事業を当社が吸収合併することに

よりグループ再編を行うことを決議致しまし

た。かかる会社分割および合併の諸条件につ

きましては、詳細を検討中であります。 

なお、会社分割および合併の期日は平成19

年10月１日を予定しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――― 当社株式の非公開化について 

 当社は、平成19年６月19日の取締役会にお

いて、エム・エイチ・インベストメント株式

会社 （以下、ＭＨＩ）による当社株式等に

対する公開買付けについて、賛同の意を表明

することを決議し、その後以下の経緯を経

て、上場廃止となりました。 

① MHIによる公開買付けの実施 

公開買付けは平成19年６月20日から平成19年

7月31日まで実施され、ＭＨＩは当社の普通

株式3,343,420株および新株予約権を普通株

式に換算した数144,800株を取得しました。 

②当社は、平成19年８月17日にエム・エイ

チ・キャピタル・パートナーズⅡエル・ピー

の請求により、当社A種優先株式3,529,400株

を取得するのと引換えに当社普通株式

8,982,005株を交付しました。 

③平成19年10月23日の臨時株主総会および普

通株主による種類株主総会において、当社普

通株式を全部取得条項付株式とすること等の

ための定款変更、ならびに、全部取得条項付

株式の取得を決議しました。定款変更の効力

発生日 平成19年11月30日 

④上記③による定款変更等の結果、当社普通

株式に係る株券は東京証券取引所の株券上場

廃止基準に該当するため、平成19年11月24日

をもって上場廃止となりました。 

  

――――― 

――――― 資本準備金の減少 

 当社は平成19年９月27日の取締役会、並び

に平成19年10月23日の臨時株主総会におい

て、資本準備金の減少を決議しました。 

① 減少の目的 

前述の株式非公開化に伴い、端数株式買取等

のための分配可能額を確保するとともに、今

後の機動的な資本政策の実現を図るたであり

ます。 

② 減少の額 

平成19年９月30日現在の資本準備金の額

7,342,306,920円のうち、3,000,000,000円を

その他資本剰余金に振り替えます。 

③ 効力発生日 

平成19年11月30日 

――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 0百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  0百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 0百万円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等および仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債のその他に含めて

表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２      ―――――  

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

保証先 種類 
金額 

(百万円) 

㈱テクノサッシュ 銀行借入金 38 

合計 38 

保証先 種類 
金額 

(百万円)

㈱テクノサッシュ 銀行借入金 28 

合計 28 

保証先 種類 
金額 

(百万円)

㈱テクノサッシュ 銀行借入金 33 

合計 33 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

貸付金利息   22百万円 貸付金利息     25百万円 貸付金利息     55百万円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息   22百万円

創立費償却  4百万円

支払利息     26百万円

創立費償却   4百万円

支払利息     55百万円

創立費償却   9百万円

※３       ――――― ※３ 特別利益の主要項目 ※３       ――――― 

  新株予約権戻入益     9百万円  

※４       ――――― ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

  公開買付に関する業務

報酬 
23百万円

会社再編費用 16百万円

会社再編費用     1百万円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産  0百万円

無形固定資産  0百万円

有形固定資産   0百万円

無形固定資産   0百万円

有形固定資産   0百万円

無形固定資産   0百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

      (注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

      (注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

      (注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末(平成19年３月31日) 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 3,576 295 ― 3,871 

合計 3,576 295 ― 3,871 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 4,231 6,315 ― 10,546 

合計 4,231 6,315 ― 10,546 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度 

増加株式数（株） 
当事業年度 

減少株式数（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式 3,576 655 ― 4,231 

合計 3,576 655 ― 4,231 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――― （重要な吸収分割） 

当社は平成19年８月23日、当社の子会社であ

る株式会社アルティア橋本との吸収分割契約

締結を取締役会決議し、10月１日に株式会社

アルティア橋本の部品・用品事業に関する権

利義務、および監査室ならびにコーポレート

本部の業務に関する権利義務を承継いたしま

した 。 

（１） 結合当事企業又は対象となった事業

の名称およびその事業の内容 

① 吸収分割会社 

② 吸収分割承継会社 

（２） 企業結合の法的方式 

株式会社アルティア橋本を吸収分割会社、当

社を吸収分割承継会社とする吸収分割であり

ます。 

（３） 取引の目的を含む取引の概要 

株式会社ファルテックは株式会社アルティア

橋本の部品・用品事業および監査室、コーポ

レート本部の業務を承継し、部品・用品事業

のシナジーを一層強化し、売上・収益の向上

を図るとともに、事業持株会社として国内外

子会社および関連会社10社を統括・管理しま

す。 

（４）実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審

議会平成15年10月31日）および「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 平成18年12月

22日 企業会計基準適用指針 第10号）に基

づき、共通支配下の取引として会計処理を適

用しました。 

名称 株式会社アルティア（平成19

年10月１日、株式会社アルテ

ィア橋本から社名変更） 

事業の内容 自動車用品・関連機器の販売

および自動車部品の製造販売

名称 株式会社ファルテック 

事業の内容 純粋持株会社 

エム・エイチ・インベストメント株式会社に

よる当社株式等に関する公開買付けについて 

 当社は、平成19年６月19日開催の取締役会

において、エム・エイチ・インベストメント

株式会社（以下、「公開買付者」といいま

す。）による当社株式等に対する公開買付け

（以下、「本公開買付け」といいます。）に

ついて、賛同の意を表明することを決議して

おります。 

（1）公開買付者の概要 

（2） 公開買付けの概要 

①  商号 エム・エイチ・インベスト

メント株式会社  

② 事業内容  有価証券の保有およびこれ

に関連付帯する一切の事

業  

③  設立  平成５年10月27日  

④ 本店所在地  東京都千代田区丸の内二丁

目３番２号郵船ビルディン

グ  

⑤ 代表者  大畑 康壽  

⑥ 資本金  410百万円  

⑦ 大株主および

持株比率  

MH Capital Partners

Ⅱ, L.P.（98.76％） 

FBF2000, L.P.（1.24％） 

⑧ 当社との関

係  

FBF2000, L.P.（以下、

「FBF2000」といいま

す。）と

MH Capital Partners

Ⅱ, L.P. （以下、「MHCP

Ⅱ」といいます。）の両投

資ファンドに発行済株式の

100%を保有されている買収

目的会社であり、既に、

FBF2000およびMHCPⅡとあ

わせ、当社の総議決権数の

３分の２以上にあたる

66.9％を保有しておりま

す。  

①  買付けを行う

株券等の種類 

普通株式、新株予約権 

② 買付け等の期

間 

平成19年６月20日から平成

19年７月23日まで 

③ 大株主および

持株比率  

普通株式：1株につき875円

新株予約権：1個につき

23,800円 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （3） 公開買付けに関する意見の内容および

理由 

 当社は、①当社グループの現況に鑑みて、

厳しい経営環境の変化に柔軟に対応しつつ大

胆な施策展開も含めた将来の成長路線の礎を

築くためには機動的な意思決定が不可欠であ

ること、②当社普通株式には、当社Ａ種優先

株式の普通株式への転換がなされた場合にお

ける潜在的な上場廃止リスクがあること、お

よび③本公開買付けにおける買付価格は、当

社普通株式１株当り875円、第３回新株予約

権１個につき23,800円となる予定であり、買

付価格は妥当であると判断されることを踏ま

え、本公開買付けは当社の企業価値の観点か

ら 善の選択であって株主共同の利益に資す

るものであると判断し、本公開買付けに賛同

することといたしました。 

 なお、公開買付者は、本公開買付けにおい

て買付けを行う株券等の数に上限を設定して

いないため、本公開買付けの結果、株式会社

東京証券取引所の株券上場廃止基準に該当し

た場合、当社の普通株式は、所定の手続を経

て上場廃止となる可能性があります。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１) 有価証券報告書 

およびその添付資料 

  事業年度 

（第３期） 

  自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日 

  平成19年６月29日 

関東財務局長に提出。 

(２) 臨時報告書    証券取引法第24条の５第４項ならびに企業内容

等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号

および第４号の規定に基づくもの。 

  平成19年８月８日 

関東財務局長に提出。 

(３) 臨時報告書    証券取引法第24条の５第４項および企業内容等

の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の

規定に基づくもの。 

  平成19年８月30日 

関東財務局長に提出。 

(４) 有価証券報告書の 

訂正報告書  

  事業年度 

（第３期） 

  自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日 

  平成19年10月18日 

関東財務局長に提出。 

(５) 臨時報告書の 

訂正報告書  

  金融商品取引法第24条の５第５項の規定に基づ

くもの。  

  平成19年11月15日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月２１日 

株式会社 ファルテック 
取締役会 御中 

 

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原田 恒敏 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 種村  隆 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ファルテックの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ファルテック及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

  

以 上 

  

（※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月２５日 

株式会社 ファルテック 
取締役会 御中 

 

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原田 恒敏 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 種村  隆 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ファルテックの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ファルテック及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１ （追加情報）に記載されているとおり、エム・エイチ・インベストメント株式会社による会社株式等に対する公開

買付けの実施を経て、会社の普通株式に係る株券は東京証券取引所の株式上場廃止基準に該当したことにより、平

成１９年１１月２４日をもって上場廃止となった。 

２ （重要な後発事象）に記載されているとおり、平成１９年１０月１日に連結子会社株式会社アルティア橋本は連結

子会社オリオンテクノを吸収合併した。 

３ （重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１９年１０月１日に吸収分割により連結子会社株式会社

アルティア橋本の部品・用品事業を継承した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月２１日 

株式会社 ファルテック 
取締役会 御中 

 

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原田 恒敏 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 種村  隆 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ファルテックの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３期事業年度の中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ファルテックの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

（※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月２５日 

株式会社 ファルテック 
取締役会 御中 

 

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原田 恒敏 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 種村  隆 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ファルテックの平成１９年４月１日から平成２０年４月１日までの第４期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ファルテックの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１ （追加情報）に記載されているとおり、エム・エイチ・インベストメント株式会社による会社株式等に対する公開

買付けの実施を経て、会社の普通株式に係る株券は東京証券取引所の株式上場廃止基準に該当したことにより、平

成１９年１１月２４日をもって上場廃止となった。 

２ （重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１９年１０月１日に吸収分割により連結子会社株式会社

アルティア橋本の部品・用品事業を継承した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が保管しております。 
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